
仕 様 書 
 

 

１．契約件名 

   令和７年度一般定期健康診断等業務委託（単価契約） 

 

２．契約期間 

   契約締結日から令和８年３月 31 日まで 

 

３． 予定対象者数 

   別紙「実施場所及び予定対象者数一覧表」に記載の大分労働局、各労働基準監督署及び各公共

職業安定所に所属する職員及び非常勤職員（各地区別の対象者数はあくまでも予定であり、増減

がある場合も了承すること。） 

 

４．実施場所 

   別紙「実施場所及び予定対象者数一覧表」のとおり。記載場所とは別の場所に変更する場合（変

更前の近隣）があるが、了承すること。 

 

５．実施項目 

   各種検診にかかる実施項目については、以下のとおりとする。 

 

Ａ．一般健康診断 

   

検査項目 検査内容 

一般計測検査 問診（既往歴、自覚症状、他覚症状）・質問票（服薬、喫煙）・身長・体重 

ＢＭＩ・視力・聴力（会話法）・血圧測定（収縮期／拡張期）・医師の診断 

尿検査（糖・蛋白） 

腹囲測定 腹囲 

胸部Ｘ線検査 胸部Ｘ線検査 間接（結核） 

胸部Ｘ線検査 間接（肺がん）※注１ 

血液検査 肝機能検査（ＧＯＴ・ＧＰＴ・γ―ＧＴＰ） 

ＴＣ（総コレステロール）・ＴＧ（中性脂肪） 

ＨＤＬコレステロール・ＬＤＬコレステロール 

血糖検査（ＨｂＡ１ｃ又は空腹時血糖） 

貧血検査（ＲＢＣ・Ｈｂ・Ｈｔ・ＷＢＣ） 

心電図 安静時 

大腸検査 便潜血検査（１日法） 

胃部Ｘ線検査 Ｘ線間接撮影検査 

喀痰検査 喀痰細胞診 ※注２ 

子宮がん検診 子宮頸部細胞診 

乳がん検診 

 

視診、触診、マンモグラフィー（１方向、40 歳以上の場合２方向） 

風しん検査 抗体検査 

 

※注１  肺がん胸部エックス線検査は、結核の検査に用いるエックス線写真を読影することにより

行うもの。 

 

※注２  問診を行い、50 歳以上で喫煙指数（１日の平均喫煙本数×喫煙年数）が 600 以上となる者

（過去における喫煙者を含む。）を対象とするもの。 

 

 

 

 

 

 



Ｂ．臨時健康診断 

   

検査項目 検査内容 

 

 

 
ＶＤＴ検査 

問診（問診票（自覚症状、作業環境等）） 

診察（眼所見、筋骨格所見） 

視力検査（30ｃｍ、50ｃｍ、5ｍ） 

屈折検査（オートレフレクトメーター等） 

調節検査（近点計） 

眼位検査（おおい試験、交代遮閉試験） 

立体視検査（ティトマスフライテスト） 

筋力検査（握力） 

 

６．実施方法 

（１）各巡回検診会場の設営・受付・撤去等は、受託者が行うこと。 

（２）落札後、大分労働局担当職員と協議し、署所ごとの実施会場及び実施時期にかかる予定表を作

成し、提出すること。 

（３）各巡回検診にて受診できなかった者がいた場合は、後日受診することができるように対応する

こと。 

（４）実施会場の選定にあたっては、労働局及び各署所の会議室等を活用すること。 

実施場所においてＸ線撮影車等が配置できない場合は、当局と調整のうえ場所を確定する。 

（５）実施時期については、契約締結時から令和７年 10 月末をめどに終了するよう設定すること。 

なお、上記期間内の実施完了が困難な場合は、大分労働局総務部総務課総務係と打ち合わせの

うえ実施時期を設定すること。 

① 各履行場所における健康診断実施日の詳細については、担当職員と打ち合わせのうえ確定す

ること。なお、実施回数について、大分地区は原則として６日または７日で調整を行い、大

分地区以外は１日または２日で調整を行うこととする。 

② 検診は遅くとも午後５時までには終了すること。 

（６）各種検診に必要な器材は、受託者が用意すること。 

（７）胸部Ｘ線フィルムは、２人以上の医師が読影し、そのうち少なくとも１人は、胸部・内科・放

射線等の認定医（専門医・指導医）の有資格者、または読影歴 10 年以上の者とする。 

（８）胸部Ｘ線撮影においては、Ｘ線の漏洩、妊婦（妊娠の可能性のある女性）に対する撮影時の放

射線事故の予防を確実に行うこと。 

 

７．検診結果について 

（１）検診ごとに、医師が総合判断を行うこと。 

（２）数値等の結果に異常が無い場合においても自覚症状がある場合は、内容に対するコメントを記

載すること。 

（３）個人あて検診結果通知書には、検診項目についての説明が記載されていること。 

（４）個人あて結果通知書は、個人が所属する官署ごとにまとめて、検診終了後すみやかに親展文書

にて送付すること。 

 なお、個人あて検診結果通知書の送付と併せて、大分労働局総務部総務課総務係あてに検診結

果票を１部提出すること。 

また、実施した全検査項目について、電子データ（国が示す電子的標準様式（ＸＭＬ形式）に

対応したもの）で提出すること。 

 

提出期限   令和７年 11 月 28 日（金） 

 

（５）検診実施後、緊急連絡が必要な者がいた場合には、大分労働局総務部総務課総務係あてに報告

するとともに、求めに応じてデータを提出し、必要に応じて紹介状を提出するものとする。 

（６）平成 17 年４月１日付け「個人情報の保護に関する法律」が施行されたが、当該検診は人事院規

則に基づいて実施する検診であり、受診申し込み時に検診結果票を健康管理者あて提出すること

について明記しているので、改めて同意書は徴取しないこととする。 

 

８．情報セキユリィティの確保 

  受託者は健康診断の実施にあたり、以下に定める個人情報の管理を厳重に行わなければならない。 

（１）大分労働局が提供するデータ等の保護・管理に必要な内部手続きを作成するなど、情報セキュ



リティ管理体制や貸与物の管理方法について、明確にすること。 

（２）業務で知り得た情報の秘密は、契約期間中はもとより、その契約終了以降についても保持する

こと。 

（３）当該業務で知り得た情報は、契約の目的のためにのみ限定して使用すること。 

（４）大分労働局の許可なく、提供するデータ・資料の複写、複製を行わないこと。 

（５）データの漏洩等の事故が発生した場合には、書面にて直ちに発生状況を報告すること。 

（６）管理上必要な場合には、大分労働局が立ち入り検査を行うものとする。 

 

９．その他 

（１）本仕様書は、業務の大要を示したものであり、この仕様書に記載のない事項でも、業務の性質

上当然実施しなければならないものはもちろん、自然附帯の業務又は委託者が特に指示した事

項は、委託金額の範囲内で実施すること。 

（２）検診実施中に発生した事故等については、事故の大小に関わらず、責任をもって対処すること。 

（３）廃棄物の処理等については、衛生状態に配慮し、必要な安全措置を講じ、事故の防止に努める

こと。 

 

１０．代金の請求及び支払いについて 

（１）当方の検査担当職員による検査に合格しなければ、代金は支払わない。 

（２）請求金額は、各種検診それぞれの単価（消費税抜き）に、受診人数を乗じた合計金額に、消費

税額を加算した金額とする。 

（３）『請求書』の宛名は「官署支出官 大分労働局長」とし、余白に振込先金融機関を表示すること。 

（４）当方の支払いは、適法な請求書を受理後、30 日以内に指定された金融機関に振り込むこととす

る。 

（５）請求書の提出先及び請求書の詳細については、以下の担当部署に確認すること。 

大分労働局総務部総務課 会計第三係 

〒870-0037 大分市東春日町 17 番 20 号 大分第２ソフィアプラザビル３階 

（TEL：097-536-3211）  


